
9 

５．事後調査結果及び評価 

5. 1 建設機械・工事関係車両の稼動の状況 

（１）調査結果 

平成 30年５月から令和元年５月までの建設機械・工事関係車両の稼動状況は、表 5.1-1、

表 5.1-2 に示すとおりである。 

施工状況としては、Ⅰ期工事については、平成 26 年 10 月に着工し、平成 30 年４月で

完了した。その後、Ⅱ期工事について、平成 30 年５月は仮囲い等の仮設工事を実施し、

平成 30 年６月より解体工事（地上解体工事）に着手し、令和元年５月で解体工事を終了

した。また、平成 31 年４月に、評価書の工程より１か月前倒しで、新築工事のうちの障

害撤去工事に着手している。 

 

① 建設機械 

・稼動状況 

Ⅰ期工事については、平成 30 年４月に終了しており、その結果については前回報告

書（平成 29 年１月～平成 30 年４月版）にて報告済である。 

本報告書報告範囲（平成 30 年５月～令和元年５月）では、Ⅱ期工事の解体工事が終

了している。 

解体工事については、平成 30 年６月～令和元年５月の合計では、建設機械稼動台数

は予測延べ台数 5,150台に対して 5,891 台（約 114％）、稼動時間は予測延べ時間 51,500

時間に対して 47,128 時間（約 92％）であった。予測段階では建物へ解体重機を上載

して解体する階上解体工法を予定していたが、解体工事に伴う騒音・振動低減を目的

としてタワークレーンを使用したブロック解体工法に変更した。ブロック解体工法で

は１階での破砕作業が必要となるため、その他の作業のための作業空間が狭くなる。

そのため１階及び地下階においてフォークリフトなどの小型機械での作業が増加した

ことにより、延べ台数は予測数量を上回った。ただし、延べ稼働時間については予測

数量を下回った。 

その他の工事は、仮設工事については、平成 30 年５月～令和元年５月の合計では、

建設機械稼動台数は予測延べ台数 5,204 台に対して 1,241 台（約 24％）、稼動時間は

予測延べ時間 10,928 時間に対して 1,829 時間（約 17％）であった。延べ台数、延べ

稼動時間とも予測数量を大きく下回った要因は、タワークレーンを早期に設置し、効

果的かつ効率的に利用することにより、移動式クレーン等の稼働台数を削減できたこ

となどによる。 

障害撤去工事については、評価書の工程では着工後 56 か月目（令和元年５月）開始

予定であったが、１か月前倒しで着工後 55 か月目（平成 31 年４月）に着手できた。

そのため、平成 31 年４月～令和元年５月（着工後 55～56 か月目）の合計（予測は着

工後 56 か月目の１か月分のみ）の比較では、建設機械稼動台数は予測延べ台数 150

台に対して 372 台（約 248％）、稼動時間は予測延べ時間 1,500 時間に対して 2,976

時間（約 198％）と、延べ台数、延べ稼動時間とも予測数量を上回ることとなった。

ただし、障害撤去工事の着工後２か月間の予測（着工後 56～57 か月目の合計）と比較

すると、建設機械稼動台数は予測延べ台数 375 台に対して 372 台（約 99％）、稼動時

間は予測延べ時間 3,750 時間に対して 2,976 時間（約 79％）であり、延べ台数、延べ

稼動時間とも予測数量を下回っている。 
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工事全体としては、平成 30 年５月～令和元年５月の合計では、建設機械稼動台数は

予測延べ台数 10,504 台に対して 7,504 台（約 71％）、稼動時間は予測延べ時間 63,928

時間に対して 51,933 時間（約 81％）であった。 

延べ台数、延べ稼動時間とも予測数量を下回ったことから、全体としては、効率的

に工事が実施できたものと考える。 
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・大気汚染物質排出量 

平成 26 年 10 月～令和元年５月の大気汚染物質排出量について、建設機械の稼動状

況実績に基づき算定した結果は下表のとおりである。12 か月（１年間）の排出量合計

の最大値は、窒素酸化物（NOx）で 14,282m3
N、浮遊粒子状物質（SPM）で 934kg となっ

ており、いずれの項目とも、評価書に記載した工事期間中の連続する 12 か月（１年間）

の合計排出量の最大値（窒素酸化物（NOx）：17,490m3
N/年、浮遊粒子状物質（SPM）：

1,113kg/年）を下回っている。 

 

大気汚染物質排出量算定結果 

項 
目 

単 
位 

平成 26 年 平成 27 年 

 

10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 

NOx m3
N 0.3 213.2 248.9 326.3 381.5 346.5 311.9 159.2 323.2 471.9 423.8 322.8

SPM kg 0.0 19.4 23.1 29.0 30.9 28.3 24.4 12.8 23.7 35.4 30.7 25.8

項 
目 

単 
位 

平成 27 年 平成 28 年 

10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 

NOx m3
N 442.1 457.5 283.5 330.2 359.5 2,645.3 2,965.3 1,175.4 964.0 1,126.1 1,079.4 642.1

SPM kg 32.3 35.4 22.0 24.2 24.9 163.4 183.5 74.7 66.5 75.5 74.2 45.4

項 
目 

単 
位 

平成 28 年 平成 29 年 

10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 

NOx m3
N 733.2 627.5 686.6 857.3 780.2 319.3 170.0 498.0 681.6 654.9 420.1 143.8

SPM kg 49.6 40.8 45.8 59.4 55.2 21.1 10.4 34.8 46.9 45.2 27.9 8.6

項 
目 

単 
位 

平成 29 年 平成 30 年 

10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 

NOx m3
N 168.8 108.3 52.1 32.8 32.8 5.8 6.1 1.5 27.3 174.0 288.8 613.6

SPM kg 10.1 6.5 3.1 1.9 1.9 0.3 0.3 0.1 3.2 17.8 28.2 59.8

項 
目 

単 
位 

平成 30 年 平成 31 年 令和元年 

10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 

NOx m3
N 834.8 708.7 565.4 285.7 308.5 431.9 569.9 1,231.7   

SPM kg 76.9 59.9 46.1 24.8 24.4 26.0 35.5 75.6   

項 
目 

単 
位 

H26/10 

～ 

H27/9 

H26/11 

～ 

H27/10 

H26/12 

～ 

H27/11 

H27/1 

～ 

H27/12 

H27/2

～ 

H28/1

H27/3

～ 

H28/2

H27/4

～ 

H28/3

H27/5

～ 

H28/4

H27/6

～ 

H28/5

H27/7 

～ 

H28/6 

H27/8 

～ 

H28/7 

H27/9

～ 

H28/8

評価書に

おける

連続する

12か月の

合計排出

量の 

最大値

NOx m3
N 3,530 3,971 4,216 4,250 4,254 4,232 6,531 9,184 10,201 10,841 11,496 12,151

SPM kg 284 316 332 331 326 320 455 614 676 719 759 802

項 
目 

単 
位 

H27/10 

～ 

H28/9 

H27/11 

～ 

H28/10 

H27/12 

～ 

H28/11 

H28/1 

～ 

H28/12 

H28/2

～ 

H29/1

H28/3

～ 

H29/2

H28/4

～ 

H29/3

H28/5

～ 

H29/4

H28/6

～ 

H29/5

H28/7 

～ 

H29/6 

H28/8 

～ 

H29/7 

H28/9

～ 

H29/8

NOx m3
N 12,470 12,762 12,932 13,335 13,862 14,282 11,956 9,161 8,484 8,201 7,730 7,071

SPM kg 822 839 845 869 904 934 792 619 579 559 529 483

項 
目 

単 
位 

H28/10 

～ 

H29/9 

H28/11 

～ 

H29/10 

H28/12 

～ 

H29/11 

H29/1 

～ 

H29/12 

H29/2

～ 

H30/1

H29/3

～ 

H30/2

H29/4

～ 

H30/3

H29/5

～ 

H30/4

H29/6

～ 

H30/5

H29/7 

～ 

H30/6 

H29/8 

～ 

H30/7 

H29/9

～ 

H30/8

NOx m3
N 6,573 6,008 5,489 4,854 4,030 3,283 2,969 2,805 2,309 1,654 1,173 1,042

SPM kg 446 406 372 329 272 218 198 188 153 109 82 82

項 
目 

単 
位 

H29/10 

～ 

H30/9 

H29/11 

～ 

H30/10 

H29/12 

～ 

H30/11 

H30/1 

～ 

H30/11 

H30/2

～ 

H31/1

H30/3

～ 

H31/2

H30/4

～ 

H31/3

H30/5

～ 

H31/4

H30/6

～ 

R 元/5

H30/7 

～ 

R 元/5 

H30/8 

～ 

R 元/5 

H30/9

～ 

R 元/5

NOx m3
N 1,512 2,178 2,778 3,292 3,545 3,820 4,246 4,810 6,040 6,013 5,839 5,550

SPM kg 133 200 253 296 319 342 368 403 478 475 457 429

項 
目 

単 
位 

H30/10 

～ 

R 元/5 

H30/11 

～ 

R 元/5 

H30/12 

～ 

R 元/5 

H31/1 

～ 

R 元/5 

H31/2

～ 

R 元/5

H31/3

～ 

R 元/5

H31/4

～ 

R 元/5

R 元/5

～ 

R 元/5

    

NOx m3
N 4,937 4,102 3,393 2,828 2,542 2,234 1,802 1,232   17,490

SPM kg 369 292 232 186 162 137 111 76   1,113
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② 工事関係車両 

Ⅰ期工事については、平成 30 年４月に終了しており、その結果については前回報告

書（平成 29 年１月～平成 30 年４月版）にて報告済である。 

本報告書報告範囲（平成 30 年５月～令和元年５月）では、Ⅱ期工事の解体工事が終

了している。 

解体工事については、平成 30年６月～令和元年５月の合計では、予測延べ台数 9,950

台に対して 12,726 台（約 128％）であった。予測段階では建物へ解体重機を上載して

解体する階上解体工法を予定していたが、解体工事に伴う騒音・振動低減を目的とし

てタワークレーンを使用したブロック解体工法に変更した。ブロック解体工法では１

階での破砕作業が必要となるため、その他の作業のための作業空間が狭くなる。その

ため、工事車両のためのスペースの制限等から、当初予定していた大型の 10ｔトラッ

クでの搬出が減少し、小型の２ｔトラックでの搬出が増加したことなどにより、予測

数量を上回った。 

その他の工事は、仮設工事については、平成 30 年５月～令和元年５月の合計では、

予測延べ台数 13,204 台に対して 4,322 台（約 33％）であった。台数が予測を大きく

下回った要因は、タワークレーンを早期に設置し、効果的かつ効率的に利用すること

により、移動式クレーン等の稼働台数を削減できたことなどによる。 

障害撤去工事については、平成 31 年４月～令和元年５月の合計では、予測延べ台数

400 台に対して 320 台（約 80％）であった。 

工事全体としては、平成 30 年５月～令和元年５月の合計では、予測延べ台数 33,554

台に対して 17,368 台（約 52％）であった。 

実績は予測を下回っており、全体として、効率的に工事が実施できたものと考える。 
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表 5.1-1(1) 建設機械の稼動の状況（１） 

5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月

実績 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 実績 予測 実績 予測

低騒音 排ガス 台数 稼働時間 台数 稼働時間 台数 稼働時間 台数 稼働時間 台数 稼働時間 台数 稼働時間 台数 稼働時間 台数 稼働時間 台数 稼働時間 台数 稼働時間 台数 稼働時間 台数 稼働時間 台数 稼働時間 台数 稼働時間 台数 稼働時間 台数 稼働時間 台数 稼働時間 台数 稼働時間

ラフタークレーン 16ｔ ◯ 2次 143 1,144 1 8 1 8 144 1,152

20ｔ ◯ 2次 112 896 112 896

25ｔ ◯ 2次 138 1,104 1 8 3 24 7 56 37 296 10 80 1 8 4 32 8 64 1 8 5 40 5 40 82 656 425 4,250 220 1,760 4,015 40,150

35ｔ ◯ 2次 124 992 124 992

60ｔ ◯ 2次 2 16 2 16 2 16 6 48 225 2,250 6 48 2,325 23,250

65t ◯ 2次 472 3,776 2 16 2 16 474 3,792

70t ◯ 2次 5 40 5 40 5 40

120ｔ 2次 3 24 4 32 4 32 7 56

クローラークレーン 120ｔ 2次 38 304 38 304 1,100 11,000

150t 2次 306 2,448 306 2,448

ミニクローラー 132 1,056 132 1,056

ポンプ車 90-110m
3
/h － 60 480 1 8 7 56 10 80 3 24 10 80 15 120 23 184 3 24 1 8 73 584 264 2,640 133 1,064 770 7,700

生コン車 4.4ｍ3 － 1,270 529 15 6 113 47 145 60 24 10 150 63 221 92 352 147 38 16 3 1 7 3 1,068 445 4,290 1,788 2,338 974 13,420 5,592

小計 2,798 12,753 1,241 1,829 5,204 10,928 4,039 14,582 21,630 87,692

フォークリフト 3t 2次 51 408 25 200 26 208 22 176 25 200 81 648 78 624 72 576 42 336 46 368 417 3,336 468 3,744

１ｔ 2次 12 96 12 96

コンプレッサー 2次 110 876 110 876

バックホウ 3.4ｍ3 2次 29 232 5 40 5 40 39 312 39 312

1.6ｍ3 ◯ 2次 56 448 36 288 11 88 47 376 150 1,500 103 824 550 5,500

1.2ｍ3 ◯ 2次 107 856 46 368 82 656 27 216 42 336 197 1,576 304 2,432

0.7ｍ3 ◯ 2次 928 7,420 7 56 52 416 156 1,248 144 1,152 84 672 69 552 40 320 13 104 565 4,520 1,225 12,250 1,493 11,940 3,025 30,250

0.45ｍ3 ◯ 2次 790 6,316 12 96 82 656 169 1,352 208 1,664 192 1,536 132 1,056 92 736 10 80 897 7,176 1,800 18,000 1,687 13,492 4,000 40,000

0.25ｍ3 ◯ 2次 605 4,840 43 344 78 624 78 624 72 576 42 336 23 184 2 16 338 2,704 750 7,500 943 7,544 1,450 14,500

0.16ｍ3 ◯ 2次 574 4,592 60 480 238 1,904 361 2,888 607 4,856 679 5,432 234 1,872 96 768 63 504 46 368 2,384 19,072 925 9,250 2,958 23,664 1,600 16,000

0.10ｍ3 ◯ 2次 477 3,816 477 3,816

0.08ｍ3 ◯ 2次 397 3,176 397 3,176

ボブキャット 14 112 56 448 115 920 131 1,048 78 624 36 288 430 3,440 430 3,440

ペイローダー 57 456 26 208 83 664 83 664

不整地作業車 2次 88 704 88 704

クラムシェル 0.7ｍ3 ◯ 10 80 300 3,000 10 80 900 9,000

発電機 100kVA 52 416 44 352 75 600 81 648 78 624 48 384 42 336 46 368 4 32 10 80 14 112 494 3,952 494 3,952

小計 4,204 33,628 5,891 47,128 5,150 51,500 10,095 80,756 11,525 115,250

仮
設
工
事

解
体
工
事

地
上
解
体
工
事

H26/10～H30/4合計 H30/5～R元/5合計 H26/10～R元/5合計
H30年 H31年 R元年

工事名

  　　　　　　　 　　着工後月数

 建設機械

国交省
指定対策型
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表 5.1-1(2) 建設機械の稼動の状況（２） 

 

5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月

実績 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 実績 予測 実績 予測

低騒音 排ガス 台数 稼働時間 台数 稼働時間 台数 稼働時間 台数 稼働時間 台数 稼働時間 台数 稼働時間 台数 稼働時間 台数 稼働時間 台数 稼働時間 台数 稼働時間 台数 稼働時間 台数 稼働時間 台数 稼働時間 台数 稼働時間 台数 稼働時間 台数 稼働時間 台数 稼働時間 台数 稼働時間

全旋回ジャッキ 3000mm － 88 704 11 88 11 88 50 500 99 792 550 5,500

全旋回ジャッキ 2000mm － 206 1,648 206 1,648

掘削機（単軸） φ1100 63 504 25 200 57 456 82 656 145 1,160

杭打機 φ1100 100 800 100 800

クローラークレーン 120ｔ 134 1,072 134 1,072

クローラークレーン 90ｔ 177 1,416 177 1,416

クローラークレーン 60ｔ 2次 20 160 11 88 11 88 50 500 31 248 400 4,000

ラフタークレーン 50ｔ 3 24 3 24

バックホウ 0.7ｍ3 2次 90 720 90 720

バックホウ 0.45ｍ3 ◯ 2次 332 2,656 25 200 68 544 93 744 50 500 425 3,400 550 5,500

発電機 600kVA 184 1,472 25 200 57 456 82 656 266 2,128

発電機 220kVA 11 88 11 88 11 88

発電機 150kVA 2次 160 1,280 160 1,280 150 1,500

発電機 125kVA 200 1,600 200 1,600

発電機 90kVA 99 792 99 792

発電機 60kVA 25 200 57 456 82 656 82 656

発電機 45kVA 171 1,368 171 1,368

小計 2,027 16,216 372 2,976 150 1,500 2,399 19,192 1,650 16,500

掘削機（３軸) φ600-1800mm － 79 632 79 632 100 1,000

バックホウ 0.45ｍ3 ◯ 2次 79 632 79 632 150 1,500

クローラークレーン 80ｔ 2次 79 632 79 632 100 1,000

発電機 600kVA － 79 632 79 632 100 1,000

発電機 150kVA 2次 79 632 79 632

小計 395 3,160 395 3,160 450 4,500

掘削機（アースドリル） 3000mm － 218 1,744 218 1,744 50 500

バックホウ 0.7ｍ3 204 1,632 204 1,632

バックホウ 0.45ｍ3 2次 50 500

クローラークレーン 150t 116 928 116 928

クローラークレーン 90ｔ 132 1,056 132 1,056

クローラークレーン 80ｔ 2次 50 500

発電機 300kVA 116 928 116 928

発電機 150kVA 2次 50 500

発電機 125kVA 192 1,536 192 1,536

発電機 25kVA 72 576 72 576

生コン車 4.4ｍ3 － 1,609 670 1,609 670 1,540 642

小計 2,659 9,070 2,659 9,070 1,740 2,642

バックホウ 3.4ｍ3 2次 32 256 32 256

1.6ｍ3 ◯ 2次 138 1,104 138 1,104

1.2ｍ3 ◯ 2次 194 1,552 194 1,552

0.7ｍ3 ◯ 2次 916 7,328 916 7,328 800 8,000

0.45ｍ3 ◯ 2次 1,765 14,120 1,765 14,120 5,100 51,000

0.25ｍ3 ◯ 2次 1,440 11,520 1,440 11,520 2,800 28,000

0.15ｍ3 ◯ 2次 366 2,928 366 2,928

0.05ｍ3 ◯ 2次 327 2,616 327 2,616

クラムシェル（テレスコ） 0.8ｍ3 324 2,592 324 2,592

クラムシェル 0.7ｍ3 ◯ － 1,800 18,000

発電機 100kVA 52 416 52 416

コンプレッサー 31 248 31 248

小計 5,585 44,680 5,585 44,680 10,500 105,000

ポンプ車 90-110m
3
/h － 205 1,640 205 1,640 725 7,250

生コン車 4.4ｍ3 － 4,987 2,078 4,987 2,078 6,025 2,510

小計 5,192 3,718 5,192 3,718 6,750 9,760

ポンプ車 90-110m
3
/h － 297 2,376 297 2,376 1,575 15,750

生コン車 4.4ｍ3 － 7,609 3,170 7,609 3,170 11,675 4,865

発電機 150kVA － 407 3,256 407 3,256

小計 8,313 8,802 8,313 8,802 13,250 20,615

31,173 132,028 1 8 104 718 450 2,743 650 4,100 1,045 8,178 1,498 10,847 1,156 7,572 1,036 5,619 450 3,312 379 3,009 208 1,664 181 1,395 346 2,768 7,504 51,933 10,504 63,928 38,677 183,961 67,495 361,958

杭
工
事

掘
削
工
事

地
下
解
体
・

躯
体
工
事

工

事

地

上

躯

体

工

事

地

下

躯

体

合計

新
築
工
事

基
礎
工
事

障
害
撤
去
工
事

山
留
壁
工
事

H26/10～H30/4合計 H30/5～R元/5合計 H26/10～R元/5合計
H30年 H31年 R元年

工事名

  　　　　　　　 　　着工後月数

 建設機械

国交省
指定対策型
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表 5.1-2 工事関係車両の状況 

 

 

 

 

 

 

 

R元年

5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月

実績 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 実績 予測 実績 予測

台数 台数 台数 台数 台数 台数 台数 台数 台数 台数 台数 台数 台数 台数 台数 台数 台数 台数

ラフタークレーン 16t 143 1 1 144

20t 112 112

25t 138 1 3 7 37 10 1 4 8 1 5 5 82 425 220 4,015

35t 124 124

60t 2 2 2 6 225 6 2,325

65t 472 2 2 474

70t 5 5 5

120ｔ 3 4 4 7

トレーラー 25t 37 3 13 5 1 12 6 2 42 79

トラック 10ｔ 3,493 21 25 74 123 272 34 27 26 27 22 15 26 692 4,750 4,185 12,775

4ｔ 5,115 269 112 148 124 226 269 166 124 125 98 110 110 126 2,007 3,250 7,122 8,525

2t 2,713 4 33 18 24 101 59 30 7 3 3 58 340 3,053

ポンプ車 60 1 7 10 3 10 15 23 3 1 73 264 133 770

生コン車 1,270 15 113 145 24 150 221 352 38 3 7 1,068 4,290 2,338 13,420

小計 13,680 4,322 13,204 18,002 41,830

トラック 10ｔ 697 17 18 64 67 17 16 5 39 36 2 7 288 2,750 985 3,200

8ｔ 549 7 10 72 26 13 5 3 4 3 11 2 1 157 706

4ｔ 2,423 92 281 298 533 707 243 35 28 28 48 28 29 2,350 2,750 4,773 3,325

2ｔ 2,311 158 466 436 482 617 436 320 235 154 205 181 80 3,770 6,081

ダンプ 10ｔ 8,012 7 237 293 711 186 461 398 396 2,689 4,050 10,701 16,550

2t 4 4

スクラップ 10ｔ 432 45 51 112 162 83 133 122 107 113 22 14 964 400 1,396 1,675

4ｔ 486 136 345 605 681 289 139 136 107 2,438 2,924

トレーラー 25ｔ 37 12 6 3 1 5 1 4 14 18 4 2 70 107 225

小計 14,951 12,726 9,950 27,677 24,975

ラフタークレーン 50ｔ 3 3

トレーラー 25ｔ 4 7 11 11

ダンプ 10ｔ 1,966 29 72 101 400 2,067 4,400

トラック 4ｔ 328 27 51 78 406

トラック 2ｔ 44 86 130 130

小計 2,297 320 400 2,617 4,400

トラック 10ｔ 88 88 300

ダンプ 10ｔ 1,448 1,448 4,000

トレーラー 25ｔ 62 62

セメント搬入車 10ｔ 254 254 400

ポンプ車

生コン車

小計 1,852 1,852 4,700

トラック 10ｔ 242 242 100

ダンプ 10ｔ 2,740 2,740 2,500

トレーラー 25ｔ 135 135 250

ポンプ車

生コン車 1,609 1,609 1,540

小計 4,726 4,726 4,390

トラック 10ｔ 106 106 300

8ｔ 146 146

4ｔ 655 655 300

2ｔ 189 189

ダンプ 10ｔ 12,753 12,753 76,250

4ｔ 10,786 10,786

スクラップ 10ｔ 91 91 3,850

トレーラー 25ｔ 68 68 800

小計 24,794 24,794 81,500

トラック 10ｔ 1,170 1,170 2,850

4ｔ 2,112 2,112 2,700

トレーラー 25ｔ 407 407 1,150

ポンプ車 205 205 725

生コン車 4,987 4,987 6,025

小計 8,881 8,881 13,450

トラック 10ｔ 1,540 1,540 5,175

4ｔ 2,438 2,438 125

2ｔ 632 632

トレーラー 25t 84 84 325

ポンプ車 297 297 1,575

生コン車 7,609 7,609 11,675

小計 12,600 12,600 18,875

トラック 10ｔ 2,602 2,602 6,750

4ｔ 38,066 38,066 48,125

小計 40,668 40,668 54,875

124,449 291 392 1,296 1,610 2,237 3,098 1,821 1,509 1,448 780 1,036 882 968 17,368 23,554 141,817 248,995

10,000 61,000

124,449 291 392 1,296 1,610 2,237 3,098 1,821 1,509 1,448 780 1,036 882 968 17,368 33,554 141,817 309,995

H26/10～
H30/4
合計

工事名

　　　　　　　 着工後月数

工事関係車両

総合計

資機材運搬車両計

仕上・設備
外構工事

等

山
留
壁
工
事

杭
工
事

基
礎
工
事

地
上
躯
体
工
事

新
築
工
事

地
下
躯
体
工
事

掘
削
工
事

地
下
解
体
・

通勤車両

仮
設
工
事

解
体
工
事

地
上
解
体
工
事

工
事

障
害
撤
去

躯
体
工
事

H30/5～R元/5
合計

H26/10～R元/5
合計

H30年 H31年
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（２）評 価 

① 建設機械 

本報告書報告範囲（平成 30 年５月～令和元年５月）では、Ⅱ期工事の解体工事が終

了している。 

工事の実績は、解体工事については、平成 30 年６月～令和元年５月の合計では、建

設機械稼動台数は予測延べ台数 5,150 台に対して 5,891 台（約 114％）、稼動時間は

予測延べ時間 51,500 時間に対して 47,128 時間（約 92％）であった。予測段階では建

物へ解体重機を上載して解体する階上解体工法を予定していたが、解体工事に伴う騒

音・振動低減を目的としてタワークレーンを使用したブロック解体工法に変更した。

ブロック解体工法では１階での破砕作業が必要となるため、その他の作業のための作

業空間が狭くなる。そのため１階及び地下階においてフォークリフトなどの小型機械

での作業が増加したことにより、延べ台数は予測数量を上回ったが、延べ稼働時間に

ついては予測数量を下回った。 

仮設工事等を含む工事全体としては、平成 31 年５月～令和元年５月の合計では、建

設機械稼動台数は予測延べ台数 10,504 台に対して 7,504 台（約 71％）、稼動時間は

予測延べ時間 63,928 時間に対して 51,933 時間（約 81％）であった。延べ台数、延べ

稼動時間とも予測数量を下回っており、全体としては、効率的に工事が実施できたも

のと考える。 

また、平成 26 年 10 月～令和元年５月の大気汚染物質排出量について、建設機械の

稼動状況実績に基づき算定した結果は、12 か月（１年間）の排出量合計の最大値は、

窒素酸化物（NOx）で 14,282m3
N、浮遊粒子状物質（SPM）で 934kg となっており、いず

れの項目とも、評価書に記載した工事期間中の連続する 12 か月（１年間）の合計排出

量の最大値（窒素酸化物（NOx）：17,490m3
N/年、浮遊粒子状物質（SPM）：1,113kg/

年）を下回っている。 

以上のことから、建設機械の稼動については、特に問題はないと考える。 

なお、建設機械については全体として予測台数を超えないように、今後も継続して

工事の合理化や平準化等を図る。 

 

② 工事関係車両 

本報告書報告範囲（平成 30 年５月～令和元年５月）では、Ⅱ期工事の解体工事が終

了している。 

工事の実績は、解体工事については、平成 30 年６月～令和元年５月の合計では、予

測延べ台数 9,950 台に対して 12,726 台（約 128％）であった。建設機械と同様、予測

段階で予定していた階上解体工法を、解体工事に伴う騒音・振動低減を目的としてタ

ワークレーンを使用したブロック解体工法に変更したため、１階でのスペースの制限

等から、当初予定していた大型の 10ｔトラックでの搬出が減少し、小型の２ｔトラッ

クでの搬出が増加したことなどにより、予測数量を上回った。 

仮設工事等を含む工事全体としては、平成 30 年５月～令和元年５月の合計では、予

測延べ台数 33,554 台に対して 17,368 台（約 52％）であった。実績は予測を下回って

おり、全体として、効率的に工事が実施できたものと考える。 

また、工事関係車両については全体として予測台数を超えないように、今後も継続

して工事の合理化や平準化等を図る。 
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5. 2 建設機械の稼動に伴う騒音・振動 

（１）調査概要 

① 調査日時等 

調査は、「４．事後調査項目及び手法」に示すとおり、Ⅱ期工事期間中の工事最盛

期となる着工後 53 か月目の平日に実施した。調査日時は次のとおりである。 

なお、夜間にも工事も実施するため、調査は 24 時間について行った。 

 

調査日時：平成 31 年２月 12 日(火) ７時 00 分～13 日(水) ７時 00 分 

 

② 調査地点 

調査地点は、当日の建設機械稼働位置を踏まえ、図 5.2-1 に示す事業計画地敷地境

界の１地点とした。調査地点の位置及び調査時の建設機械稼動状況等は図 5.2-1 に示

すとおりである。 

 

③ 調査項目 

調査項目一覧は、表 5.2-1 に示すとおりである。また、騒音測定は測定高 1.2ｍに

おいて実施した。 

 

表 5.2-1 調査項目一覧表 

 

調査項目 調査頻度 調査地点 調査手法 評価方法 

騒音レベルの 

90％レンジ上端値 

（ＬA5） 

７ 時 ～ 翌 日

７ 時 に つ い

て、毎正時か

ら 10 分間測

定 

事業計画地 

敷地境界 

 １地点 

JIS Z8731 

「環境騒音の表示・

測定方法」に準拠 

測定高 1.2ｍ 

特定建設作業に係

る騒音の規制基準

値（85 デシベル）

以下であること 

振動レベルの 

80％レンジ上端値 

（Ｌ10） 

JIS Z8735 

「振動レベル測定方

法」に準拠 

特定建設作業に係

る振動の規制基準

値（75 デシベル）

以下であること 
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図 5.2-1 調査地点及び建設機械稼動位置図 
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（２）調査結果 

① 騒 音 

騒音レベル調査結果は、表 5.2-2 に示すとおりである。 

騒音レベルの 90％レンジ上端値(ＬA5)は 65～78 デシベルであり、すべての時間にお

いて特定建設作業に係る騒音の規制基準値 85 デシベル及び環境影響評価書における

予測値 78 デシベル以下となっていた。 

 

表 5.2-2 騒音レベル調査結果 

単位：デシベル 

 騒音レベル(ＬA5) 
特定建設作業に係る騒

音の規制基準値 

環 境 影 響 評 価 書  

に お け る 予 測 値  

建 設 機 械 か ら の  

到 達 騒 音 の み  

最大値 78 

85 78 最小値 65 

平均値 73 

 

② 振 動 

振動レベル調査結果は、表 5.2-3 に示すとおりである。 

振動レベルの 80％レンジ上端値(Ｌ10)は 28～47 デシベルであり、すべての時間にお

いて特定建設作業に係る振動の規制基準値 75 デシベル及び環境影響評価書における

予測値 68 デシベルを下回っていた。 

 

表 5.2-3 振動レベル調査結果 

単位：デシベル 

 振動レベル(Ｌ10) 
特定建設作業に係る
振動の規制基準値 

環 境 影 響 評 価 書  
に お け る 予 測 値  

最大値 47 

75 68 最小値 28 

平均値 37 

 

（３）評 価 

事業計画地の敷地境界における建設機械の稼動に伴う騒音・振動の調査結果は、いず

れも規制基準値及び環境影響評価書における予測値以下であった。 

工事には国土交通省指定の低騒音・低振動型、排ガス対策型の建設機械を可能な限り

採用し、建設機械・搬出入車両に対しては、空ぶかしの防止、アイドリングストップの

励行を指導している。 

以上のことから、建設機械の稼動に伴う騒音・振動の影響は、評価書における予測・

評価結果と比較して、特に問題はないと評価する。 
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5. 3 廃棄物・残土 

（１）調査結果 

平成 26 年 10 月から令和元年５月までの、廃棄物発生量及びリサイクル量、リサイク

ル方法の調査結果は表 5.3-1 に、残土・汚泥発生量の調査結果は表 5.3-2 に示すとおり

である。 

 

（２）評 価 

① 廃棄物 

・発生量 

廃棄物発生量の実績は 174,417ｔであった。予測した総廃棄物発生量（262,410ｔ）

に対して約 66％であった。 

・処分量・リサイクル率 

廃棄物処分量・リサイクル率の実績は、4,203ｔ、97.6％であった。今後も、発生

量が増加するがれき類等について、リサイクルに努める。 

 

② 残土・汚泥 

・残 土 

残土発生量の実績は、21,878ｍ3 であった。予測した総残土発生量（52,770ｍ3）

に対して約 41％であった。この残土は全て不適合土（自然由来の土壌汚染土）であ

り、全量を汚染土壌リサイクル事業者により処理を行い、再生土としてリサイクル

している。 

・汚 泥 

汚泥発生量の実績は、41,379ｍ3 であった。予測した総汚泥発生量（51,030ｍ3 ）

に対して約 81％であった。汚泥については、リサイクルプラントにて処理を行い、

埋め戻し材等として用いる流動化処理土や再生土としてリサイクルしている。 

 

以上のことから、廃棄物・残土については、特に問題はないと評価する。 
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表 5.3-1(1) 廃棄物発生量及びリサイクル量 

 

廃棄物の種類 

環境影響評価書における 

予測値 

平成 26 年 10 月～令和元年 5 月 

実績値 

発生量 
リサイ

クル率

リサイ

クル量
処分量 発生量

リサイ 

クル率 

リサイ 

クル量 
処分量

（ｔ） (％) (ｔ) (ｔ) （ｔ） (％) (ｔ) (ｔ) 

がれき類 252,470 98.0 247,421 5,049 160,543 98.3 157,865 2,678

ガラス・

陶磁器く

ず 

ＡＬＣ 450 98.0 441 9 0 - 0 0

石膏ボード 550 98.0 539 11 1,224 100.0 1,224 0

その他 150 2.0 3 147 30 3.8 1 29

廃プラスチック類 630 78.0 491 139 331 100.0 331 0

木くず 760 97.0 737 23 518 95.0 492 26

金属くず 650 98.0 637 13 0 - 0 0

紙くず 450 98.0 441 9 8 100.0 8 0

混合廃棄物 6,300 73.0 4,599 1,701 11,763 87.5 10,292 1,470

計 262,410 97.3 255,309 7,101 174,417 97.6 170,214 4,203

注：1.スクラップ等の有価物は含まない。 

  2.木くず及び混合廃棄物のリサイクル率は、各処理会社における実績リサイクル率である。 

  3.リサイクル率・リサイクル量には、サーマルリサイクルによるものは含んでいない。 

 

表 5.3-1(2) 廃棄物リサイクル方法 

 

廃棄物の種類 リサイクル方法 

がれき類 再生砕石、路盤材 

ガラス・陶磁器くず（石膏ボード） 石膏ボードメーカーでの再生利用 

廃プラスチック類 原料化 

木くず 再生チップ 

紙くず 古紙再生 

混合廃棄物 再分別、サーマルリサイクル 

 

表 5.3-2(1) 残土発生量 

 

発生量（ｍ3） 

環境影響評価書における予測値 
平成 26 年 10 月～令和元年 5 月 

実績値 

52,770 21,878 

 

表 5.3-2(2) 汚泥発生量 

 

環境影響評価書における予測値 
平成 26 年 10 月～令和元年 5 月 

実績値 

発生量 
（ｍ3） 

リサイクル
率（％）

リサイクル
量（ｍ3）

発生量 
（ｍ3） 

リサイクル
率（％） 

リサイクル
量（ｍ3） 

51,030 95.0 48,479 41,379 95.0 39,314 
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5. 4 アスベスト 

Ⅱ期工事実施に際し、事前調査を行い、解体工事に先立ってアスベストの除去を行った。 

 

（１）事前調査 

アスベストについては、「石綿障害予防規則」ならびに「大阪府生活環境の保全等に

関する条例」に基づき、解体工事着手前に事前調査を行った。 

使用が確認された材料については、除去・処分方法に関する「特定粉じん排出等作業

実施届出書」ならびに「石綿排出等作業実施届出書」を作成し、除去前に大阪市環境局

に同届出書の届出を行い、除去工事を行った。 

 

（２）除去工事 

アスベストの除去工事は、「労働安全衛生法」、「大気汚染防止法」、「廃棄物の処

理及び清掃に関する法律」、「石綿障害予防規則」、「大阪府生活環境の保全等に関す

る条例」、「石綿粉じんへのばく露防止マニュアル」に基づき、解体工事に先立ち実施

した。実施結果の一覧を表 5.4-1 に示す。 

 

表 5.4-1 アスベスト除去工事実施結果（大阪神ビルディング（西館）） 

 

 吹付け石綿 

（レベル１） 

石綿含有保温材 

（レベル２） 

石綿含有成形板等 

（レベル３） 

部 位 
地下５階～PH３階 

天井・壁・鉄骨梁 

地下５階～PH３階 

配管エルボ 

ダクトパッキン・ 

内装材他 

処理量（ｍ３） 69.5 6.0 340 

工事期間 
開始 平成 30 年７月 13 日 平成 30 年７月 13 日 平成 30 年６月 25 日 

終了 平成 30 年 11 月 30 日 平成 30 年 11 月 30 日 平成 30 年 11 月 30 日 

 

収集、運搬については、特別管理産業廃棄物収集運搬業許可証を持つ専門業者に委託

し、最終処分は、石綿含有成形板（レベル３）は石綿含有産業廃棄物として、吹付け石

綿（レベル１）ならびに石綿含有保温材・石綿含有断熱材（レベル２）は特別管理産業

廃棄物“廃石綿等”として処理基準に基づき処分した。 

なお、アスベスト廃棄物について、適正に処理されたことを産業廃棄物管理票（マニ

フェスト）により確認した。 
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5. 5 ＰＣＢ 

（１）事前調査・除去工事 

「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」（環境省）に

基づき、適切なＰＣＢ廃棄物処理実施のため調査を行い、ＰＣＢ含有製品（コンデンサ、

蛍光灯用安定器）が確認された。 

 

（２）保管状況等 

新阪急ビルについては、ＰＣＢ含有製品は平成 26 年 12 月 15 日までに、事業計画地外

（大阪市北区中津３丁目１－25 阪急電鉄株式会社 中津高架下倉庫）に移動し、金属

容器に収容し保管していた。大阪神ビルディングについては、Ⅰ期工事での解体部分の

ＰＣＢ含有製品は、金属容器に収容し、Ⅱ期工事解体部分の地下 5 階に保管していた。 

これらのＰＣＢ含有製品は、中間貯蔵・環境安全事業株式会社（JESCO）のＰＣＢ処理

事業所にて処理を進めるべく手続きを行い、新阪急ビルのＰＣＢ含有製品については平

成 30 年 11 月 25 日までに JESCO 北九州にて処分を完了した。大阪神ビルディングのＰＣ

Ｂ含有製品については、保管していたもの及びⅡ期工事に伴う建物解体時に取り外した

ものについて、平成 31 年 4 月 24 日より JESCO 北九州にて処分を開始している。 

これらの保管・処分状況等については、「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の

推進に関する特別措置法」（環境省）に基づき、平成 30 年度分の「ポリ塩化ビフェニル

廃棄物の保管及び処分状況等届出書」を、新阪急ビル（中津高架下倉庫）については令

和元年 6 月 27 日に、大阪神ビルディングについては令和元年 6 月 19 日に、大阪市長へ

届け出ている。 
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６．環境保全措置の履行状況 

事業の実施にあたっては、以下の環境保全対策を講じ、周辺地域への影響をできる限り低

減するよう努める。 

 

項 

目 
環境保全のための措置の概要（工事中） 履行状況 

大
気
質 

・低 VOC 塗料等の環境への影響の少ない材

料選定等により、周辺環境への影響の回

避、低減に努める。 

・低 VOC 塗料及び水性塗料等を選定するこ

とにより、周辺影響への影響の回避、低

減に努めています。 

・工事の実施にあたっては、工事区域の周

囲には仮囲いを、また解体建物の周囲に

はパネルを設置するとともに、適宜散水

及び車両やタイヤ等の洗浄、残土の搬出

の際にはシートで覆うなどの対策を行

い、粉じんの発生及び飛散防止を図る。 

・工事の実施にあたっては、工事区域の周

囲には仮囲い（鋼板 3.0ｍ＋シート 1.2ｍ）

を、また解体建物の周囲には建物高さに

応じて防音パネルを設置するとともに、

適宜散水及びタイヤ等の洗浄などの対策

を行い、粉じんの発生及び飛散防止を図

っています。［写真１］ 

・最新の排出ガス対策型建設機械を採用す

るよう努めるとともに、建設機械につい

て、空ぶかしの防止、アイドリングスト

ップの励行、同時稼働のできる限りの回

避等、適切な施工管理を行う。 

・国土交通省指定の排出ガス対策型（第 2

次基準値）建設機械を可能な限り採用す

るとともに、建設機械について、空ぶか

しの防止、アイドリングストップの励行

等、排出ガスの発生の抑制に努めていま

す。［写真２］ 

・建物外壁を最後に残して内側から工事を

進めることにより、周辺への影響を軽減

する。 

・建物外壁を最後に残して内側から工事を

進めることにより、周辺への影響を軽減

しました。 

・状況に応じて建物外壁や他建物と隣接し

ている部分はワイヤーソーイングや道路

カッターによる縁切りを行い、躯体をブ

ロックで撤去解体する工法等の採用を検

討する。 

・大阪神ビルディングの解体においては、

粉じん等の防止の観点からワイヤーソー

イングや道路カッターによる縁切りを行

い、躯体をブロックで撤去解体する工法

を採用しました。 

・建設資機材搬入車両の計画的な運行によ

り、適切な荷載を行い、工事関連車両の

台数をできる限り削減するとともに、ア

イドリングストップの励行等を行う。 

・建設資機材搬入車両の計画的な運行によ

り、適切な荷載を行い、工事関連車両の

台数をできる限り削減するとともに、ア

イドリングストップの励行等を行ってい

ます。 

・走行時間帯については、ラッシュ時など

混雑する時間帯をできる限り避けるとと

もに、各工事のピークがなるべく重なら

ないように工程を調整する等の工事の効

率化・平準化に努め、周辺道路において

入場待ち車両が発生しないよう適切な運

行に努める。 

・走行時間帯については、ラッシュ時など

混雑する時間帯をできる限り避けるとと

もに、各工事のピークがなるべく重なら

ないように工程を調整する等の工事の効

率化・平準化に努め、周辺道路において

入場待ち車両が発生しないよう適切な運

行管理を行っています。 

・走行ルートについては、幹線道路をでき

る限り利用するとともに、複数のルート

を設定し、車両の分散化を図る。 

・走行ルートについては、幹線道路をでき

る限り利用するとともに、複数のルート

を設定し、車両の分散化を図っています。
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項 

目 
環境保全のための措置の概要（工事中） 履行状況 

水
質 

・工事区域内の濁水（雨水及び工区内の滞

留地下水）は、工事区域内に沈砂集水ピ

ットを設け、浮遊物の沈殿及び中和処理

を行った後、上澄みを公共下水道に放流

する。 

・工事区域内の濁水は、工事区域内に沈砂

集水ピットを設け、浮遊物の沈殿及び中

和処理を行った後、上澄みを公共下水道

に放流しています。 

・ピット内に堆積した土砂は、適宜除去し、

沈砂能力を良好に保つ。また、除去した

土砂は、専門業者に委託し適切に処分す

る。 

・ピット内に堆積した土砂は、適宜除去し、

沈砂能力を良好に保っています。また、

除去した土砂は、専門業者に委託し適切

に処分しています。 

騒
音
・
振
動
・
低
周
波
音 

・建設工事の実施にあたっては、工事区域

の周囲には遮音壁を兼ねた仮囲いを、ま

た解体建物の周囲には防音パネルを設置

し、騒音の抑制に努める。 

 

・建設工事の実施にあたっては、工事区域

の周囲には遮音壁を兼ねた仮囲い（鋼板

3.0ｍ＋シート 1.2ｍ）を、また解体建物

の周囲には建物高さに応じて防音パネル

を設置し、騒音の抑制に努めています。

［写真１］ 

・低騒音・低振動型の建設機械・工法の採

用に努めるとともに、工事の平準化、同

時稼働のできる限りの回避、空ぶかしの

防止、アイドリングストップの励行等の

適切な施工管理を行う。 

 

・低騒音・低振動型の建設機械・工法をで

きる限り採用するとともに、工事の平準

化、同時稼働のできる限りの回避、空ぶ

かしの防止、アイドリングストップの励

行等の適切な施工管理を行っています。

［写真２］ 

・建物外壁を最後に残して内側から工事を

進める。 

 

・建物外壁を最後に残して内側から工事を

進めることにより、周辺への影響を軽減

しました。 

・状況に応じて建物外壁や他建物と隣接し

ている部分はワイヤーソーイングや道路

カッターによる縁切りを行い、躯体をブ

ロックで撤去解体する工法等の採用を検

討する。 

・大阪神ビルディングの解体においては、

騒音等の防止の観点からワイヤーソーイ

ングや道路カッターによる縁切りを行

い、躯体をブロックで撤去解体する工法

を採用しました。 

・地下工事については、１階床を施工した

後に地下の掘削・躯体工事を行う逆打工

法を採用し、建設機械等からの騒音によ

る周辺環境への影響をできる限り軽減す

る。 

・地下工事については、１階床を施工した

後に地下の掘削・躯体工事を行う逆打工

法を採用し、建設機械等からの騒音によ

る周辺環境への影響をできる限り軽減し

ています。［写真３］ 

・建設資機材搬入車両の計画的な運行によ

り、適切な荷載を行い、工事関連車両の

台数をできる限り削減する。 

・建設資機材搬入車両の計画的な運行によ

り、適切な荷載を行い、工事関連車両の

台数をできる限り削減しています。 

・走行時間帯については、ラッシュ時など

混雑する時間帯をできる限り避けるとと

もに、各工事のピークがなるべく重なら

ないように工程を調整する等の工事の効

率化・平準化に努め、周辺道路において

入場待ち車両が発生しないよう適切な運

行に努める。 

・走行時間帯については、ラッシュ時など

混雑する時間帯をできる限り避けるとと

もに、各工事のピークがなるべく重なら

ないように工程を調整する等の工事の効

率化・平準化に努め、周辺道路において

入場待ち車両が発生しないよう適切な運

行管理を行っています。 

・走行ルートについては、幹線道路をでき

る限り利用するとともに、複数のルート

を設定し、車両の分散化を図る。 

・走行ルートについては、幹線道路をでき

る限り利用するとともに、複数のルート

を設定し、車両の分散化を図っています。
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項 

目 
環境保全のための措置の概要（工事中） 履行状況 

地
盤
沈
下 

・工事の実施にあたっては、周辺地下街管

理者等との関係者間協議の方針に基づ

き、解体工事を含む必要な期間において、

山留壁や地盤の鉛直・水平変位量計測、

軌道や函体の変位量や応力度計測等を実

施しながら施工を行い、安全確保に努め

る。 

・工事の実施にあたっては、周辺地下街管

理者等との関係者間協議の方針に基づ

き、軌道や周辺既存躯体の変位量計測等

を実施しながら施工を行い、安全確保に

努めています。 

電
波
障
害 

・電波障害の障害発生予測範囲の一部に未

対策の地域が存在することから、本事業

の実施にあたっては、工事中を含め、事

前に障害範囲内の対策が必要な地域につ

いて適切な対策を行う。 

・Ⅱ期工事における高層棟の着工時期を踏

まえ、対策の準備を行っています。 

廃
棄
物
・
残
土 

・建設工事の実施にあたっては、関係法令

に基づき、発生抑制・減量化・リサイク

ル等について適切な措置を講じる。 

 

・建設工事の実施にあたっては、関係法令

に基づき、発生抑制・減量化・リサイク

ル等について適切な措置を講じていま

す。［写真４］ 

・使用する建設資材等についても、できる

限りリサイクル製品を使用する。また、

工事に伴い発生する廃棄物等が周辺環境

に及ぼす影響を最小限にとどめるよう、

以下の対策を実施する。 

・使用する建設資材等についても、できる

限りリサイクル製品を使用しています。

また、工事に伴い発生する廃棄物等が周

辺環境に及ぼす影響を最小限にとどめる

よう、以下の対策を実施しています。 

 解体建物について事前調査を実施

し、分別解体計画を作成し、分別解

体を実施するよう努める。 

 解体建物について事前調査を実施

し、分別解体計画を作成し、分別解

体を実施した。 

 できる限り場内で種類ごとに分別

し、中間処理業者に引き渡すことに

よりできる限り再生骨材、路盤材、

再生チップ等としてリサイクルを図

る。 

 できる限り場内で種類ごとに分別

し、中間処理業者に引き渡すことに

よりできる限り再生骨材、路盤材、

再生チップ等としてリサイクルを図

る。［写真４］ 

 がれき類及び残土の搬出にあたっ
ては、散水やシートで覆うなど、飛
散防止を行う。さらに、使用する建
設資材等については、できる限りリ
サイクル製品を使用するものとし、
建設リサイクルの促進についても
寄与できるよう努める。 

 がれき類及び残土の搬出にあたっ
ては、タイヤ洗浄を行う等により、
飛散･拡散防止を行う。さらに、使
用する建設資材等については、でき
る限りリサイクル製品を使用する
ものとし、建設リサイクルの促進に
ついても寄与できるよう努める。 

 梱包資材の簡素化による廃棄物の発

生抑制や分別コンテナによる廃棄物

分別により廃棄物の減量化に努め

る。 

 梱包資材の簡素化による廃棄物の発

生抑制や分別コンテナによる廃棄物

分別により廃棄物の減量化に努め

る。 

 産業廃棄物管理票の写しを確実に処

理業者から受取り、最終処分まで適

正に処理されたことを確認する。 

 産業廃棄物管理票の写しを確実に処

理業者から受取り、最終処分まで適

正に処理されたことを確認する。 

 アスベストが確認された場合には、

既存建物の解体に先立って除去する

こととなるが、除去したアスベスト

については廃棄物処理法などの関係

法令等に準拠し、適正に処理、処分

する。 

 解体建物については、アスベストの

使用が確認されたため、廃棄物処理

法などの関係法令等に準拠し、既存

建物の解体に先立って、適切に除去

するとともに、除去したアスベスト

については適正に処理、処分した。 
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項 

目 
環境保全のための措置の概要（工事中） 履行状況 

廃
棄
物
・
残
土 

 残土については、埋戻しや植栽マウ

ンドとして場内において有効利用す

ることを検討する。また、現場間流

用による埋戻し利用、盛土材として

有効利用を検討する。 

 残土については、自然由来の汚染土

であったため、汚染土処理業者へ適

切に搬出を行い、再生土としてリサ

イクルを図った。 

 汚泥については、泥水や安定液等を

できる限り使用しない工法の採用等

により建設汚泥の発生抑制に努める

とともにリサイクルを検討する。 

 汚泥については、泥水や安定液等を

できる限り使用しない工法の採用等

により建設汚泥の発生抑制に努めて

いる。また、地盤改良により発生し

た余剰固化材については、品質管理

を行った上で、既存地下外壁躯体と

新築地下外壁躯体の間への充填材と

して使用し、有効利用を図った。ま

た、山留め工事においては、流動化

剤を効果的に用いることにより、セ

メント注入率を低減すると共に、発

生汚泥削減に努めた。発生した汚泥
については、リサイクルプラントに
て処理を行い、埋め戻し材等として
用いる流動化処理土や再生土とし
てリサイクルしている。 

文
化
財 

・事業計画地は、周知の埋蔵文化財包蔵地

ではないが、新たな掘削工事にあたって

は、大阪市教育委員会と協議し適切に対

応する。 

・建設工事中に、事業計画地において埋蔵

文化財が確認された場合には、大阪市教

育委員会と協議を行い、適切に対応する。

・事業計画地は、周知の埋蔵文化財包蔵地

ではないが、計画地における地下工事計

画について大阪市教育委員会と協議し、

特に支障が無い旨の確認を行いました。 
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項 

目 
環境保全のための措置の概要（工事中） 履行状況 

交
通
対
策 

・建設資機材搬入車両の計画的な運行によ

り、適切な荷載を行い、工事関連車両の

台数をできる限り削減するとともに、ア

イドリングストップの励行等を行う。 

 

・建設資機材搬入車両の計画的な運行によ

り、適切な荷載を行い、工事関連車両の

台数をできる限り削減するとともに、ア

イドリングストップの励行等を行ってい

ます。 

・走行時間帯については、ラッシュ時など

混雑する時間帯をできる限り避けるとと

もに、各工事のピークがなるべく重なら

ないように工程を調整する等の工事の効

率化・平準化に努め、周辺道路において

入場待ち車両が発生しないよう適切な運

行に努める。 

・走行時間帯については、ラッシュ時など

混雑する時間帯をできる限り避けるとと

もに、各工事のピークがなるべく重なら

ないように工程を調整する等の工事の効

率化・平準化に努め、周辺道路において

入場待ち車両が発生しないよう適切な運

行を行っています。 

・走行ルートについては、幹線道路をでき

る限り利用するとともに、複数のルート

を設定し車両の分散化を図る。 

・走行ルートについては、幹線道路をでき

る限り利用するとともに、複数のルート

を設定し車両の分散化を図っています。 

・工事関連車両の出入口や走行ルートにつ

いては、警察、道路管理者等関係機関と

協議調整を行う。 

・工事関連車両の出入口や走行ルートにつ

いては、警察、道路管理者等関係機関と

協議調整を行い、決定しています。 

・建設資機材等の運搬にあたっては、車両

走行ルートの適切な選定、走行時間帯の

配慮、輸送効率の向上、運転者への適正

走行の周知徹底、工事関連車両の運行管

理等により周辺環境に配慮する。 

・建設資機材等の運搬にあたっては、車両

走行ルートの適切な選定、走行時間帯の

配慮、輸送効率の向上、運転者への適正

走行の周知徹底、工事関連車両の運行管

理等により周辺環境に配慮しています。 

・工事関連車両の出入口には、交通誘導員

を配置し歩行者の安全を確保する。 

・工事関連車両の出入口には、交通誘導員

を配置し歩行者の安全を確保するよう努

めています。 
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７．市長意見及びその履行状況 

市長意見及び市長意見に対する事業者の見解及びその履行状況は以下に示すとおりである。 

 

市長意見 市長意見に対する事業者の見解 履行状況 

大気質 

事 業 計 画 地 周 辺
は 歩 行者の 通 行が
多い地域であり、工
事 期 間が長 期 に及
ぶことから、今後の
工 事 計画の 詳 細検
討 に おいて 建 設機
械 か らの大 気 汚染
物 質 排出量 の 低減
を図ること。  

事業計画地周辺は歩行者の通行
が多い地域であり、工事期間が長期
に及ぶことから、今後の工事計画の
詳細検討においては、建設機械から
の大気汚染物質排出量が低減でき
るよう、工法の選定等により、建設
機械等の効率的な稼働に努める等
の配慮を行います。 

また、工事の平準化に配慮し、同
時稼働をできる限り回避するとと
もに、最新の排出ガス対策型建設機
械を採用するよう努め、建設機械の
空ぶかしの防止、アイドリングスト
ップの励行及び同時稼働のできる
限りの回避等の適切な施工管理を
行い、建設機械等からの排出ガスに
よる周辺環境への影響をできる限
り軽減します。  

 

・ 工事区域の周囲に仮囲い（鋼
板 3.0ｍ＋シート 1.2ｍ）を、
また解体建物の周囲には建物
高さに応じて防音パネルを設
置するとともに、適宜散水及
びタイヤ等の洗浄などの対策
を行い、粉じん等の飛散防止
を図っています。 

・ 建設機械の選定では、国土交
通省指定の排出ガス対策型
（第 2 次基準値）建設機械を
可能な限り採用しています。

・ 工事を極力平準化し、建設機
械の同時稼動をできる限り回
避しています。 

・ 建設機械・搬出入車両に対し
ては、空ぶかしの防止、アイ
ドリングストップの励行を指
導しています。 

・ 建設機械、建設資材搬出入車
両の計画的な運用により総台
数の低減を図っています。 

騒音 

工 事 期 間 が 長 期
に及ぶこと、事業計
画 地 に近接 す る歩
道 橋 は通行 す る歩
行 者 が多い こ とか
ら、事業者が計画し
て い る環境 保 全対
策を確実に実施し、
騒 音 の影響 を 可能
な 限 り低減 す るこ
と。  

工事期間が長期に及ぶこと、事業
計画地に近接する歩道橋は通行す
る歩行者が多いことから、工事の実
施にあたっては、低騒音型の建設機
械・工法の採用に努めるとともに、
工事の平準化、同時稼働のできる限
りの回避、空ぶかしの防止、アイド
リングストップの励行等の適切な
施工管理を行うなど、事業者が計画
している環境保全対策を確実に実
施し、騒音の影響をできる限り軽減
します。  

・ 工事区域の周囲に仮囲い（鋼
板 3.0ｍ＋シート 1.2ｍ）を設
置し、騒音の低減を図ってい
ます。 

・ 建設機械の選定では、国土交
通省指定の低騒音型の建設機
械を可能な限り採用していま
す。 

・ 大阪神ビルディングの解体に
おいては、騒音等の防止の観点
からワイヤーソーイングや道
路カッターによる縁切りを行
い、躯体をブロックで撤去解体
する工法等を採用しました。 

・ 工事を極力平準化し、建設機
械の同時稼動をできる限り回
避しています。 

・ 建設機械・搬出入車両に対し
ては、空ぶかしの防止、アイ
ドリングストップの励行を指
導しています。 

・ 建設機械、建設資材搬出入車
両の計画的な運用により総台
数の低減を図っています。 
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８．履行状況写真 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真１ 仮囲いの設置状況    写真２ 建設機械低騒音型・排出ガス対策型表示 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  写真３ 地下逆打ち工法施工状況       写真４ 廃棄物分別場所設置状況 




